
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 7¶234¶631¶326 226¶150¶163 ` 7¶460¶781¶489 2¶371¶602¶561 277¶041¶329 ` ` ` 5¶089¶178¶928

構 築 物 381¶843¶365 29¶426¶370 132¶400 411¶137¶335 183¶004¶934 20¶996¶113 ` ` ` 228¶132¶401

機 械 装 置 11¶532¶219 ` ` 11¶532¶219 11¶532¶215 484¶042 ` ` ` 4

工 具 器 具 備 品 476¶860¶224 70¶980¶000 ` 547¶840¶224 411¶727¶197 36¶184¶281 ` ` ` 136¶113¶027

船 舶 820¶000 ` ` 820¶000 819¶995 ` ` ` ` 5

計 8¶105¶687¶134 326¶556¶533 132¶400 8¶432¶111¶267 2¶978¶686¶902 334¶705¶765 ` ` ` 5¶453¶424¶365

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 221¶361¶003 88¶587¶716 ` 309¶948¶719 60¶627¶241 15¶015¶576 ` ` ` 249¶321¶478

構 築 物 17¶998¶154 2¶378¶604 ` 20¶376¶758 5¶778¶709 1¶144¶117 ` ` ` 14¶598¶049

機 械 装 置 47¶734¶775 ` ` 47¶734¶775 31¶022¶239 3¶168¶107 ` ` ` 16¶712¶536

工 具 器 具 備 品 1¶836¶764¶576 155¶097¶583 55¶728¶191 1¶936¶133¶968 1¶341¶092¶847 215¶784¶105 ` ` ` 595¶041¶121

船 舶 2¶063¶250 ` ` 2¶063¶250 1¶547¶433 412¶649 ` ` ` 515¶817

車 両 運 搬 具 10¶244¶365 ` ` 10¶244¶365 6¶896¶062 677¶688 ` ` ` 3¶348¶303

計 2¶136¶166¶123 246¶063¶903 55¶728¶191 2¶326¶501¶835 1¶446¶964¶531 236¶202¶242 ` ` ` 879¶537¶304

有 形 固 定 資 産
（償 却 費 な し）

図 書 1¶022¶435¶699 8¶364¶747 9¶515¶890 1¶021¶284¶556 ` ` ` ` ` 1¶021¶284¶556

計 1¶022¶435¶699 8¶364¶747 9¶515¶890 1¶021¶284¶556 ` ` ` ` ` 1¶021¶284¶556

非 償 却 資 産 土 地 1¶566¶206¶000 ` ` 1¶566¶206¶000 ` ` ` ` ` 1¶566¶206¶000

美 術 品 ・ 収 蔵 品 150¶030 ` ` 150¶030 ` ` ` ` ` 150¶030

建 設 仮 勘 定 13¶650¶000 13¶715¶000 20¶370¶000 6¶995¶000 ` ` ` ` ` 6¶995¶000

計 1¶580¶006¶030 13¶715¶000 20¶370¶000 1¶573¶351¶030 ` ` ` ` ` 1¶573¶351¶030

２ 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 現金及び預金 1¶159¶579¶125 1¶159¶579¶125 `

] 未払金 (413¶125¶569) (413¶125¶569) `

^ リース債務 (164¶153¶010) (168¶152¶749) (3¶999¶739)

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。
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Õ 金融商品関係
１ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債等に限定している。資金運用にあたっては国立大学
法人法第35条が準用する独立行政法人法第47条の規程に基づき、預金のみを保有しており株式等
は保有していない。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっている。

] 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
いる。

^ リース債務
元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算
定する方法により算定している。

Ö 賃貸等不動産関係
当法人は、北海道北見市において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要
性が乏しいため、注記を省略している。

× その他
１ 重要な債務負担行為 該当事項なし
２ 重要な後発事象 該当事項なし
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